
 

 

 企画業務型裁量労働制の適用による労働時間みなしの効力が発生するためには， 

① 労使委員会の決議及び労働基準監督署長への届出 

② 就業規則等の定め 

③ 対象労働者を対象業務に就かせること 

が必要です。 

 企画業務型裁量労働制を導入するためには，労使委員会が設置された事業場にお

いて，当該労使委員会がその委員の５分の４以上の多数による議決により， 

① 対象業務 

② 対象労働者の範囲 

③ 対象労働者の労働時間として算定される時間 

④ 健康・福祉確保措置 

⑤ 苦情処理措置 

⑥ 対象労働者の同意等 

⑦ 厚生労働省令で定める事項 

に関する決議をし，かつ，使用者が当該決議を労働基準監督署長に届け出る必要が

あります（労基法３８条の４第１項）。 

 企画業務型裁量労働制の実施に関しては，「労働基準法第３８条の４第１項の規

定により同項第１号の業務に従事する労働者の適正な労働条件の確保を図るため

の指針」（平成１１年１２月２７日労働省告示第１４９号，平成１５年１０月２２

日改正厚生労働省告示第３５３号，以下「指針」といいます。）において，留意すべ

き事項が詳細に定められています。 

 指針の「第３ 労使委員会が決議する法第３８条の４第１項各号に掲げる事項」

の１～７では，上記①～⑦の事項に関し，「当該事項に関し具体的に明らかにする

Ｑ686．企画業務型裁量労働制を導入するためには，どのようなことを

労働基準監督署長に届け出る必要がありますか。 



 

事項」と「留意事項」に分けて指針が示されていますが，「具体的に明らかにする事

項」に反した決議がなされた場合には，企画業務型裁量労働制の効果は生じないと

する行政解釈があります（平成１２年３月２８日基発１８０号）。 

 当該事業場で労使委員会の決議がなされていなかったり，当該決議が労働基準監

督署長に届け出られていない場合には，企画業務型裁量労働制が適用される旨合意

されていたり，企画業務型裁量労働制について就業規則に定められて周知されてい

たり，別の事業場で労使委員会の決議と届出がなされていたとしても，企画業務型

裁量労働制を適用することはできません。 

 決議の届出に関しては，「決議は，規則様式第１３号の２により，所轄労働基準監

督署長に届出をしなければならないこと。この届出を行わなければ，法第３８条の

４第１項による企画業務型裁量労働制の効力は発生しないこと。」とする行政解釈

があります（平成１２年１月１日基発１号）。 
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